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H28 年度，北区の公立幼稚園は 6 園ある。第一筆




































































































































1 年目研修は 109 全ての自治体で行われており

























雇用の教員 2 名が着任した。Table	2 に示したよ














































平成 28 年度 878 名 710 名 155 名 38 名 46 名 63 名
平成 27 年度 783 名 644 名 161 名 50 名 46 名 66 名
平成 26 年度 747 名 618 名 162 名 10 名 52 名 46 名
平成 25 年度 809 名 653 名 158 名 10 名 57 名 42 名
平成 24 年度 855 名 684 名 165 名 21 名 54 名 53 名
平成 23 年度 1080 名 900 名 150 名 15 名 27 名 37 名
平成 22 年度 1147 名 858 名 187 名 14 名 26 名 26 名

































現在 5 年目である。したがって 4 歳児担任は，4
歳児クラスから引き続き 5 歳児クラスを担任する
という持ち上がりを 2 回経験している。5 歳児ク
ラスの担任教員（以下，5 歳児担任とする）は，
H27 年度に新卒で採用され，現在 2 年目である。
5 歳児担任は H27 年度に 4 歳児クラスを担任し，
H28 年度はもちあがりで 5 歳児クラスを担任して
いる。
⑵　調査方法と調査時期
　第一筆者が 5 歳児担任および 4 歳児担任に「特
別支援園内研修に参加して，そこでの学びをふり
返り，その内容を A4 サイズ 1 枚程度にまとめて
ください」と依頼した。第一筆者が，H27 年度 5
回目（H28 年 2 月）の特別支援園内研修の時に依






































































　4 歳児担任の学びの内容を Table	3 に，5 歳児
担任のそれを Table	4 に示した。
⑴　特別支援教育
　4 歳児担任と 5 歳児担任に共通した学びは，特
別支援対象児の実態や変化を捉える視点が養われ
たことである（Table	3 の 4 歳児担任の 1，3 と





















あげられる（4 歳児担任の 1 と 5 歳児担任の 6）。


















































































































































負荷が発生すると考えられる。H28 年度の A 園
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